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 － 21 －
⑤職制には、就業時間内に活動ができるよう
各担当の業務配分に配慮するよう依頼。 
 
 当該活動は、これまでの職制との面談や意
見交換では発見できなかった改善点が多く上
がるとともに、職場社員間のコミュニケーシ
ョンが活性化した。また、職場内の問題を自
らの問題として考え・解決できたことを職場
の成功体験と捉える意見が多く、当初心配し
ていたような「忙しい時期に、また仕事が増
えた」という「やらされ感」に関する意見に
結びつかなかった。これらは、職場改善活動
に入る前に数年間かけて準備してきたことや、
職制と従業員の相互がメンタルヘルス活動の
重要性を理解していることにより得ることが
出来た成果であると感じている。 
Ⅲ．今後のストレスチェックの在り方 
 当社は、各年度の初めに、グループ各社の
経営陣に対し、前年度の衛生活動の結果を報
告するとともに、新年度の衛生活動方針と活
動案を提案のうえ審議・決裁する仕組みをも
っている。また、決裁された情報は全社員に
伝達し共有されることで、会社から個々人に
対して、「自らの健康（心と身体）づくりに責
任をもち、会社施策を理解・実行し、日々の
生活を大切にする」ことを依頼している。 
 ストレスチェックも、こうしたグループ全
体の衛生目標に沿った取り組みとして位置づ
けられており、グループ全体の結果を公表し、
新年度の各種活動に繋げている。 
 なお、当社がここまで色々と活動してきた
成果として、メンタル疾患が減少したのかと
いうと、答えは「NO」である。従って、法
令で定めるストレスチェックを実施し、個人
のメンタル不調のリスクを軽減するとともに、
職場環境の改善によりストレス要因そのもの
を低減させるという狙いは、当社の仕組みで
は達成していない。 
 しかし当面は、当社の衛生目標「関西熱化
学グループは、職場環境の改善活動や、自律
的に健康を考える風土づくりを推進し、全社
員の心と身体双方の健康維持・向上をサポー
トし、誰もが自己の能力をフルに発揮し、充
実した会社生活を送ることを目指す。」という
目標に沿った活動としてセルフチェックを位
置づけていく予定である。 
 当社では過去の経験も踏まえ、経営陣から
社員の一人ひとりまで、同じ目標を持ち、活
動を継続していくスタイルが、働き易い職場
＝職場内のストレス要因の低減した職場につ
ながるもの考えている。 
以 上 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
